青木村６次産業フロンティア支援事業補助金交付要綱
（目的）

第１条　青木村の優れた農産物をはじめとした地域資源を活用した加工品等を開発し、又は加工施設等を整備する場合に要する経費に対し、予算の範囲内でこの要綱により補助金を交付する。
（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(１) ６次産業化　農林漁業者が農林水産物の生産、加工、流通及び販売を主体的かつ総合的に行うことをいう。
(２) 加工品等　地域の農林水産物を主な原材料とし、又は特徴づける原材料とする加工品または調理品をいう。
　
（補助金の交付対象者）

第３条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、村内に住民登録または法人登録をしている次に掲げる団体等とする。ただし、過去に同じ目的で当該補助金を受けた団体等を除く。
(１)　農業生産法人
(２)　集落営農組織等の地域営農団体
(３)　２戸以上で構成する農林水産加工グループ
(４)　その他村長が認める者
（補助対象事業等）

第４条　補助金となる対象となる事業、経費及び補助金の額は、別表のとおりとする。
（補助金の交付申請）

第５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、青木村６次産業フロンティア支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次の各号掲げる書類を添えて、村長に提出しなければならない。
(１)　事業計画書（様式第１号の別紙１）
(２)　収支計算書（様式第１号の別紙２）
(３)　補助対象経費の内訳が明記されている見積書の写し
(４)　設置（購入）機種のカタログの写し
(５)　予定している、新たな開発商品・加工商品の内容がわかる書類等
(６)　その他村長が必要と認める書類
（補助金の交付決定）

第６条　村長は、前条に規定する申請書を受理したときは、書類の審査を行い、交付の可否を決定する。ただし、村税等に未納がある場合は、交付を行うことができない。
２　村長は、前項の場合において、補助することが適当と認めるときは、青木村６次産業フロンティア支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。
３　村長は、前項の場合において、補助金の目的を達成するために必要があると認めるときは、交付決定に関し条件を付することができる。
（実績報告）

第７条　申請者は、事業が完了したときは、速やかに青木村６次産業フロンティア支援事業補助金交付実績報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添付し、村長に提出しなければならない。
(１)　収支決算書（様式第３号の別紙１）
(２)　設置機種及び新たな商品開発・加工食品の内容確認ができる写真
(３)　支出が確認できる書類の写し
(４)　その他村長が必要と認める書類
（補助金の額の確定）

第８条　村長は、前条の規定により実績報告を受けたときは、その内容を審査し、必要に応じて現地調査等を行い、交付すべき補助金の額を確定し、その旨を青木村６次産業フロンティア支援事業補助金交付額確定通知書（様式第４号）により申請者に通知し、補助金を交付するものとする。
（補助金の請求）

第９条　申請者は、前条の規定により交付額確定通知書の交付を受けたときは、青木村６次産業フロンティア支援事業補助金交付請求書（様式第５号）を村長に提出するものとする。
（補助金の交付決定の取り消し）
第１０条　村長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。
(１)　偽りその他の不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。
(２)　補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
(３)　その要綱の規定に違反したとき。
２　村長は、前項の規定による取り消しをしたときは、青木村６次産業フロンティア支援事業補助金交付決定取消通知書（様式第６号）により申請者に通知するものとする。
（補助金の返還）
第１１条　村長は、前条に規定により補助金の交付決定を取り消したときは、交付した補助金の全部又は一部を返還させるものとする。
（補足）
第１２条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は村長が別に定める。
（附　則）
この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
別表（第４条関係）
	補助対象事業
	補助対象経費
	補助金の額

	加工品等開発事業

	左欄の補助対象事業に要する経費の次の各号に掲げるもの
（１）　視察研修費
（２）　講師の謝金や旅費
（３）　試作品開発費（原材料費、
　　　　レンタルリース経費、外注
　　　　加工品等）
（４）　市場調査費（試作品試食会
　　　　開発経費等）
（５）　広告宣伝費
（６）　機械・施設導入費
（７）　共通経費等（直接人権費を　
　　　　除く）
	左欄の補助対象経費の１０分の１０以内で、３０万円を限度とする。
ただし、機械・施設導入に係る経費については２０万円を限度とする。
また、１申請者につき１年度当たり１回の補助とし、２年度を限度とする。


　
様式第１号（第５号関係）.
平成　　年　　月　　日

　　青木村長　　様
申請者　住　所　　　　　　　　
　　　氏　名
　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　㊞
青木村６次産業フロンティア支援事業補助金交付申請書
　青木村６次産業フロンティア支援事業補助金の交付を受けたいので、青木村６次産業フロンティア支援事業補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。
記
１　補助対象経費及び補助金交付申請額
　（１）　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　円
　（２）　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　円
２　補助対象事業の名称
３　添付書類
（１）　事業計画書（様式第１号の別紙１）
（２）　収支予算書（様式第１号の別紙２）
（３）　構成事業者名簿（様式第１号の別紙３）
（４）　補助対象経費の内訳が明記されている見積書の写し
（５）　設置（購入）機種のカタログの写し
（６）　予定している、新たな開発商品・加工商品の内容が分かる書類等
様式第１号の別紙１
事　　業　　計　　画　　書
	事　業　名
	

	事　業　目　的
	

	事　業　内　容
	

	事業実施時期
	　　　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	事　業　効　果
	


＊この様式に収まらない場合は、この様式に準じたものでもよい
様式第１号の別紙２
収　支　予　算　書
①　収入額　　　　　　　　　　　円
②　支出額　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　差引残額　　　　　　　　　　　円
（単位：円）
	事業の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業

	科　目
	予　算　額
	内　　　　　訳

	収入の部
	
	

	1　村支援金
	
	

	2　自己資金
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	5
	
	

	（A）合　計
	
	

	支出の部
	
	

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	5
	
	

	6
	
	

	7
	
	

	8
	
	

	（B）合　計
	
	

	補助対象外経費
	
	

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	（C）合　計
	
	

	
	
	

	（B）+（C）
	
	


様式第１号の別紙３
構成事業者名簿

１　連絡担当者
	団体名
	

	代表者
	氏名
	

	
	住所
	

	
	
	電　話
	　　　　　　　　　（情報電話　　　　　　　）

	
	
	FAX
	

	
	
	携　帯
	

	
	
	e-mail
	

	副代表者
	氏名
	

	
	連絡先
	電　話
	　　　　　　　　　（情報電話　　　　　　　）

	
	
	携　帯
	


２構成員名簿
	氏　　名
	役　　職
	住　　所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


· 連絡担当者とは、代表者、副代表、事務局長、実施責任者等この事業の活動を中心的に行う者をさします。
· 区長が代表している場合は、１の（連絡担当者）のみでもよいです。
· 申請団体の個人情報は保護します。
